
1  開発の経緯
　阪神・淡路大震災以降、大災害時のトイレ環境
は「トイレパニック」と呼ばれる深刻な問題として
認識されてきた。断水や下水道の損壊に伴い、平常
時に利用されているトイレが使用不能となった結
果、衛生環境の悪化やトイレ使用の抑制によるエコ
ノミークラス症候群等の健康被害が発生した。能登
半島地震でも同様の事態が発生し、携帯トイレの活
用が進んだ一方で、仮設トイレの不足が浮き彫りと
なった。
　このような状況に対して、災害や紛争の影響を受
けた人々への人道支援に関する国際基準であるス
フィア基準が注目を集めている。内閣府では、スフィ
ア基準を我が国の「避難所の質の向上」を考える際
に参考とすべき国際基準としている。内閣府（防災

担当）が公表し、令和 6年12月改定された「避難
生活における良好な生活環境の確保に向けた取組指
針」では、トイレに関して「スフィア基準に沿って、
発災後初期段階では50人に 1基、中期段階では 20
人に 1基とし、女性用と男性用の割合が 3： 1とな
るように想定避難者数に応じて対応すること」と示
されている。
　こうした背景を踏まえ、当社では非常時にも衛生
的なトイレ環境の提供を行うため、水循環式コンテ
ナトイレ「SMilet（スマイレット）®」を開発した（写
真 1）。生物処理・電気分解処理・蒸発処理を組み
合わせた独自技術により、上下水道インフラが被災
したり、未整備地域でも水洗トイレの提供を可能と
する。

2  技術の特徴と構成
　スマイレットは、トイレで発生する汚水をオンサ
イトで処理し、洗浄水として再利用することで、初
期投入水のみで長期運用が可能な循環式の水洗トイ
レである。AC100V電源が確保できれば、上下水道
インフラが途絶した状況でも安定した運用が可能で
あり、さらに商用電源の活用が難しい場合には、太
陽光発電・蓄電池や小型発電機などにより、必要な
電力を確保できる。これにより、災害時や上下水道
インフラ未整備地域でも衛生的なトイレ利用を継続
することが可能となる。また、上下水道インフラへ
の接続を必要としない水洗トイレであるため、設置写真 1　水循環式コンテナトイレの例（車載型）
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部会や議員連盟で提案書をまとめて官邸に持ち込ん

でいくということで、今、その前段の作業を行って

います。大きな課題になりつつあるのは、高市総理

が言われている、予算編成を抜本的に見直し、補正

ではなく当初でしっかり計上すべきということをど

のように整理していくかということです。国土強靱

化対策、農業構造転換集中対策、TPP等関連対策

は補正予算が主体で、農業農村整備事業関係予算全

体の 3割ぐらいが補正なので、それら全部を当初に

積めるのかをしっかり見極めていかないといけませ

ん。地方の執行体制については、地方負担や発注時

期などの課題をしっかり洗い直しながら、国交省所

管の事業も含め、公共事業関係一体となってしっか

り連携し、当初への重点化を徹底しながら総額の確

保に努力していきたいと思っています。高市内閣に

おいては、国土強靱化対策、食料安全保障強化対策

は危機管理投資との位置づけであり、従来通りの速

度ではダメで、危機管理として重点的にやるべきこ

ととして、しっかりした予算確保に向けて努力して

いきたいと思っています。懸念事項としてイラン情

勢があり、物価高騰の兆候、特にエネルギー、原油

価格、それに伴う資材費の上昇などにどう対応して

いくのか、これからの課題になってくると思います。

中長期的には、海外に依存している資源、エネルギー

も含め、国内での調達を真剣にやっていかないと持

続可能な社会は、日本の場合、特に厳しいんじゃな

いかという議論をしており、結論を出して実行でき

るように努力していきたいと思っています。外国人

政策についても、特に安全保障と土地政策の事務局

長をやっており、外国人の土地取得や地下水採取に

ついて不安の声もあり、そういったことを深堀しな

がら整理しているところです。排外主義に陥らない

というのは高市総理がずっと言っている話であり、

閉鎖的に外国人を排除するということではなく、共

生できる社会システムを作っていくようしっかり対

応していきたいと思っています。育成就労制度の話

も含め、協会からいろんな課題を提起いただければ、

しっかり対応してまいります。国会は遠いものでは

なく、近いものとして私を使っていただければと思

います。結びになりますが、土地改良建設協会の益々

の御発展と押味会長をはじめ、皆様方の御健康、御

多幸、会員各社の御繁栄を心から祈念申し上げます」

と述べられた。

　最後に、青山局次長から情報提供として、「令和

8年度農業農村整備事業等予算概算決定の概要」及

び「令和 8年度土地改良工事積算基準等の主な改定

内容」についての詳細な説明をいただいた。

　予定した議事をすべて円滑に終了し、無事、理事

会を終了した。

進藤金日子参議院議員議事事項の説明をする塩屋俊一専務理事

第三次・担い手3法の趣旨徹底に向けて
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や移動が極めて容易である。この特長により、従来
の上下水道接続型トイレでは困難であった柔軟な運
用が可能となる。たとえば、平常時には公園や道の
駅、観光施設などの公共空間に常設し、地域住民や
来訪者の利便性向上に寄与することができる。一方、
災害発生時には、これらのトイレユニットを迅速に
被災地へ移設し、避難所や仮設住宅等での衛生環境
の確保に活用することが可能である。（図 1）。
　図 2に主要ユニット構成、表 1に主要な製品仕
様一覧を示す。スマイレットは、A 水洗トイレ、B 

汚水処理槽、C 貯水槽、D 蒸発処理槽、E 予備タ
ンクから構成される。A 水洗トイレを入口とし、B 
汚水処理槽ではばっ気による酸素供給と微生物によ
る有機物分解が行われる。処理水はC 貯水槽に一時
的に蓄えられ、電気分解装置によって殺菌および脱
色処理が施された後、給水ポンプによって再び水洗
トイレへと循環される。C 貯水槽における余剰水
やB 汚水処理槽における余剰汚泥は、杉チップを充
填したD 蒸発処理槽にて乾燥・減容化処理される。
これにより、最大100回/日程度のトイレ使用（0.2L/
回と想定）であれば、汲取りのような外部への排出
を不要とできる点が最大の特長である。
　さらに、D 蒸発処理槽の処理能力を超える余剰
水についてはE 予備タンクに貯留される。たとえ
ばイベント等で一時的に使用量が増加した場合には、
D 蒸発処理槽で処理しきれない余剰水をE 予備タ
ンクに一時的に貯留し、利用が落ち着いた後にE 予
備タンクからC 貯水槽を経由し、D 蒸発処理槽へ
移送される仕組みとなっている。これらの生物処
理・電気分解処理・蒸発処理の各工程は、使用状況
に応じて自動制御され、システム全体が常に最適な
運転状態を維持するよう設計されている。この一連
の処理サイクルにより、標準仕様では初期投入水約
2.5㎥ で最大500回/日程度の使用に対応可能な設計
となっている。さらに、遠隔監視システムによりト
イレの使用回数過多による蒸発処理槽の満水や使用
回数過少による貯水槽の渇水状態など、トイレの異
常の有無を遠隔地で把握することが可能であり、管
理者は速やかな対応につなげることができる。

図 1　平常時・災害時の利用イメージ

図 2　主要ユニット構成

表 1　主要な製品仕様一覧

項　目 連投型 内包型

構　成

処理室、洋式トイレ 2室の 3棟 処理室、洋式トイレ 2室を含む 1棟

処理寸法［mm］ W6,200×D2,500×H2,600程度 W6,100×D2,500×H2,600程度

処理方式 生物処理+電気分解処理+蒸発処理（杉チップ充填）

処理能力 最大500回/日程度（最大100回/日程度は余剰水・余剰汚泥の回収不要）

電源仕様 AC100V（50/60Hz）

年間消費電力 3,600kWh程度（50Hz）/3,900kWh程度（60Hz）

オプション
太陽電池+蓄電池、バリアフリートイレ、自立搭載型（ジャッキ付）、車載型、手洗器＊、洗浄便座＊、
小便器、遠隔監視サービス ＊別途給水が必要
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3  技術概要
①生物処理
　スマイレットにおける生物処理は、トイレ使用後
に発生する汚水中の有機物を微生物の働きにより分
解する工程である。汚水処理槽内では、ばっ気によ
る酸素供給を行い、好気性微生物の活性を維持する
ことで、し尿由来の有機物を効率的に低減している
とともに、後段の電気分解処理が安定して機能する
ための前処理としての役割を果たしている。
②電気分解処理
　スマイレットは、維持管理負担の少ない殺菌方法
として電気分解処理を採用した。具体的には、生物
処理後の貯留水を電気分解し、生成した次亜塩素酸
により殺菌する手法である。生物処理後の貯留水に
は主としてし尿由来の塩化ナトリウムが含まれ、こ
れにより電気分解反応が進行する。スマイレットで
は、ロータンクに供給する水を事前に電気分解処理
し、殺菌された状態で貯水する方式を採用してお
り、洗浄水の衛生性を確保している。自動制御の運
転条件を調整しながら運転し、電気分解装置を使用
頻度に応じて、間欠稼働させる運用において、トイ
レ洗浄水から大腸菌が検出されないことを実現し
ている。
③蒸発処理
　循環方式の特性上、し尿が投入されるとその分だ
け循環水量が増加するため、余剰水についても回収
が不可欠である。また、一般に、生物処理を用いる
場合には余剰汚泥の引き抜きが必要となる。スマイ
レットでは、これらの余剰水および余剰汚泥をシ
ステム内で蒸発・減容化する方式を採用すること
で、定期的な引き抜き作業を不要とした。効率的に
蒸発処理を行うために、杉チップを充填した蒸発処
理槽に余剰水および余剰汚泥を投入し、送風のON-
OFFと送風温度を使用状況に応じて自動調整する
仕組みとしている。
④自動制御・遠隔監視システム
　スマイレットでは、安定した運用と衛生性の確保を
目的として、各処理工程を自動制御する仕組みを標準
仕様として備えている。この自動制御は、各処理設
備の状態を監視しながら、生物処理、電気分解処理、
蒸発処理が適切に機能するよう運転を制御するもの
であり、システム内部の状態変化に応じて必要な処理

が行われることで、循環型水洗トイレとしての処理機
能と衛生性が安定して維持される設計となっている。
　さらに、オプションとして遠隔監視システムを付
加することができる。遠隔監視では、使用回数、水
位、電力状態などの運転情報を通信回線を通じて取
得し、管理者が離れた場所から稼働状況を把握する
ことが可能となる。これにより、異常の兆候を早期
に把握した運用判断を支援する。
　このように、スマイレットは自動制御を基本とし
た確実な運転を前提としつつ、運用規模や管理体制
に応じて遠隔監視を選択できる構成としている。

4  おわりに
　スマイレットは、現在、鹿児島県鹿児島市の公園
や千葉県印西市の農園にて稼働中である。
　令和 7年度には、国土交通省道路局の所管事業に
より 6か所の道の駅に導入された。本事業では、平
常時には道の駅に設置して日常的に活用し、非常時
には被災地へ迅速に移動することとしており、複数
台を設置してそれらを計画的に配置・運用すること
が見込まれている。
　また、内閣府の交付金を活用した自治体もある。
これは、避難所における生活環境の抜本的な改善に
資する取組として位置づけられ、防災資機材の整備
を通じて、平常時から災害時までを見据えた持続的
な防災体制の構築を目的として導入が進められた。
　さらに、国土交通省観光庁の事業を活用した自治
体は、スマイレットを観光施設や観光拠点等におけ
る非常時対応力の強化を目的とした取組として位置
づけて導入している。
　このように、スマイレットは、平常時利用と災害
時利用を切り分けることなく活用できるトイレ資機
材として、国および自治体による計画的な配備を前
提とした社会実装の段階に入っている。今後、これ
らの取組が各地に展開されることで、災害発生時に
おけるトイレ環境の迅速かつ円滑な確保が期待され
る。スマイレットは、避難所の質の向上という社会
的課題に対する実践的な解決策として、引き続き、
防災・減災施策における取組に貢献していきたいと
考える。
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図 2　主要ユニット構成

表 1　主要な製品仕様一覧
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